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発 行 に 寄 せ て

会長 金井 正
(栃木県総合教育センター所長)

甚大な被害をもたらした東日本大震災から２年が経過しました。児童生徒の心のケアが

重視される中、いじめに関する問題が取り上げられる等、子どもたちの心の教育が重要な

課題の一つとなっております。こうした中、各教育研究所においても、児童生徒に「生き

る力」を育むために、調査研究や研修、学校支援等に積極的に取り組まれていることと存

じます。

さて、１月25日(金)26日(土)に、平成24年度栃木県教育研究発表大会が開催され、「心

の教育部会」や「学校経営部会」等の19部会において、教育実践や研究成果の発表及び参

加者による活発な意見交換が行われました。大会参加者数は延べ1,134人を数えました。

今後とも、本大会が教育関係者にとって重要な情報発信及び意見交換の場であるよう、主

催団体の一つとして尽力していきたいと思います。

本県教育の振興のためには、加盟各機関が研究成果を積極的に発信し、情報の共有化を

図り、研究成果を県内に敷衍させることが重要と考えます。本会報をその一助として役立

てていただければ幸いです。

栃教研連

会報

平成24年度栃木県教育研究所加盟機関連絡先等

栃木県総合教育センター TEL 028-665-7204 http://www.tochigi-edu.ed.jp/center/

栃木県連合教育会 TEL 028-621-7216 http://www.t-rk.jp/trk/

宇都宮市教育センター TEL 028-639-4382 http://www.ueis.ed.jp/

上三川町教育研究所 TEL 0285-56-9155 http://www.kaminokawa-tcg.ed.jp/

鹿沼市総合教育研究所 TEL 0289-63-2236 http://www.city.kanuma.tochigi.jp/9,2543,140.html

下野市教育研究所 TEL 0285-52-1118 http://www.school.shimotsuke.ed.jp/

小山市立教育研究所 TEL 0285-21-0200 http://www.oyama-tcg.ed.jp/

栃木市教育研究所 TEL 0282-21-2177 http://tochigi1.tcn.ed.jp/tochigi/

矢板市教育研究所 TEL 0287-43-6217 http://www.city.yaita.tochigi.jp/

佐野市教育センター TEL 0283-61-1176 http://www.schoolnet-sano.ed.jp/kyoiku-c/

足利市立教育研究所 TEL 0284-43-1177 http://kyouiku.ashi-s.ed.jp/
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教育研究所だより（事業概要）

１ センター全体の事業
(1) センター開放事業「学びの杜の夏休み」

７月14日(土)に、子どもたちに豊かな体験
（学習）活動を提供するとともにボランティア団
体等に活動の場を提供することを主な目的とし
て、31の活動プログラムを実施した。1,125人の
参加者及び215人のボランティアの協力があ
り、充実した活動となった。

(2) 総合教育センター設立20周年記念事業
総合教育センターが開所して20周年を記念し

て、10月20日（土）に記念事業が開催された。
平成24年度は、当センターの前進である栃木

県理科教育センターの設立50周年、幼児教育
部（幼児教育センター）の設立10周年に当たる。

「とちぎの教育を未来に繋ぐ」をテーマとして
公開シンポジウムや記念式典、宮大工の
小川三夫氏を講師に迎えた記念講演会が開
催された。

(３) 栃木県教育研究発表大会
１月25日(金)・26日(土)の両日、総合教育セ

ンターを会場に第13回大会が行われた。延べ
1,134名の教員や教育関係者等が参加し、盛
会のうちに終了した。

２ 各部の事業
(1) 生涯学習部

平成24年度は、13講座の研修を実施し、生
涯学習推進指導者の養成、県市町関係職員
の資質向上に努めた。また、生涯学習・社会教
育の実情に基づき調査研究を行い、生涯学習
・社会教育に係る課題等の明確化を図るととも
に、支援方法等の改善充実に努めた。とちぎ
県民カレッジでは、新たに「防災学習推進事
業」を行うなど学習機会を提供した。

栃木県学習情報提供システム「とちぎレイン
ボーネット」、栃木県生涯学習ボランティア活動
支援情報システム「とちぎかがやきネット」による
学習相談・情報提供にも引き続き努めている。

平成25年度も、家庭と地域の教育力の向上
等に対応した研修内容の充実、学習機会の提
供、調査研究等を通して、生涯学習社会の形
成に寄与していく。

(2) 研修部
平成24年度は、管理職としての資質･能力の

向上を目指し、学校組織マネジメント能力の向
上と、校内実践とセンターにおける研修の連携
をポイントとして、高等学校、特別支援学校の
「新任教頭研修」を再編し、４日間の研修を実
施した。また、教諭、養護教諭に続き、計画的
かつ継続的な自主研修を奨励する「学校栄養
職員２～５年目研修」を開設した。

平成25年度は、高等学校、特別支援学校の

栃木県総合教育センター
「新任教頭研修」に続き、「教頭２年目研修」を開
設する。従来の「学校経営研修」を改編し、「新
任教頭研修」との継続性を重視し、実施する。ま
た、教科の希望研修の見直しを図り、すべての
校種、すべての教科の研修を設定し、専門性の
向上と授業力の向上を図るために「教科等専門
研修」として開設する。さらに、高等学校新学習
指導要領に対応し、英語を使って効果的な授業
を実践するためのスキルを身に付け、授業力・
指導力を高めるために「英語授業力向上研修」
を開設する。

(3) 研究調査部
平成24年度は、「とちぎの子どもの基礎・基

本」習得状況調査、各種教育統計調査などを実
施し、結果を公表した。また「栃木の子どもの自
己有用感調査」と「学校のＩＣＴ活用状況調査」を
実施し、それぞれ報告書にまとめた。「栃木の
『学校力』の向上」の2年間の研究成果と実践事
例を参考資料としてまとめ、「確かな学力を育成
するための学習指導の在り方」では、リーフレット
「授業のデザイン」を作成した。

平成25年度は、学業指導に関する調査研究
と生活状況調査、情報モラルの育成に関する質
問紙調査等を実施する予定である。

(4) 教育相談部
平成24年度は新規の教育相談指導者養成研

修（高）をはじめ、教育相談研修及び特別支援
教育研修を22講座実施した。また、特別支援学
校の自立活動の指導及び小学校における通級
指導教室と連携した指導に関して調査研究資
料をまとめ、配布した。さらに、校内支援体制の
構築に関する参考資料を作成し、配布した。教
育相談事業では来所相談のほかに、各学校等
が実施する研修会及び事例研究会に指導主事
を派遣し、児童生徒の学校生活を支援した。

平成25年度は、引き続き研修及び教育相談
の充実を図るほか、調査研究として高等特別支
援学校における教育課程の開発、特別支援学
級担任用ハンドブックの作成等に取り組み、そ
の成果を資料にまとめ発信する。

(5) 幼児教育部（幼児教育センター）
平成24年度は、「体づくり」をテーマとし、幼･

保･小連携の推進を中心に、教育・保育の質の
向上、情報の提供、調査研究の４つの柱で事業
を展開した。

具体的には、合同研修（幼・保・小）や相互職
場体験研修、幼稚園・保育所等パワーアップセ
ミナー等により、教職員の専門性を高めたり、園
経営の充実を図ったりした。また、幼児教育情報
誌「おうち」を発行し、保護者に幼児教育に関す
る情報を提供するとともに、幼児期から児童期に
おいて大切にしたい遊びや体の動きをまとめた
指導資料（リーフレット）を作成・配布した。

平成25年度は、「一人一人に応じた指導の充
実」をテーマに、各種事業を実施する。
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栃木県連合教育会

当会の研究部及び相談部では、教育に関す

る調査研究、教育相談とカウンセラー養成研

修、研究紀要の発行等の事業を実施している。

平成24年度の事業

１ 調査研究事業

(1) 言語力育成研究部会

テーマ「言語力育成のためのカリキュ

ラム・デザインに関する理論的、実践的

研究」～授業等の実施状況調査～のもと、

幼・小・中・高における言語活動実施状

況の調査準備を行った。

(2) 特別支援教育研究部会

テーマ「発達障がい児のいる学級にお

ける授業づくり」～小学校を中心として

～のもと、指導資料作成に向けて研究を

進めた。

２ 教育相談部の教育相談、研修講座

HRTや小・中・高校生、保護者を対象と

した面接相談を行った。また、カウンセリ

ング研修講座を実施した。

３ 実践研究奨励援助事業

会員の研究意欲を高め、研究活動を一層

活発にするために、会員の教育実践研究を

援助した。

グループ研究 ２８件

個人研究 ５件

４ 栃木県特別支援教育連絡協議会研修会

の共催

期日 平成２４年８月１７日（金）

会場 栃木県教育会館 大ホール

平成25年度の事業

１ 調査研究事業

(1) 言語力育成研究部会

テーマ「言語力育成のためのカリキュ

ラム・デザインに関する理論的、実践的

研究」～授業等の実施状況調査～のもと、

幼・小・中・高における言語活動実施状

況の調査を行い研究紀要を刊行する。

(2) 特別支援教育研究部会

テーマ「発達障がい児のいる学級にお

ける授業づくり」～小学校を中心として

～のもと、指導資料作成に向けて研究を

進め研究紀要を刊行する。

２ 教育相談部の教育相談、研修講座

HRTや小・中・高校生、保護者を対象と

した面接相談を行う。また、カウンセリング

研修講座を実施する。

・個人面接の技法

・発達障がいセミナー

・カウンセリング入門

３ 実践研究奨励援助事業

会員の研究意欲を高め、研究活動を一層

活発にするために、会員の教育実践研究を

援助する。

募集予定

グループ研究 ３０件

研究奨励費 50,000 円／ 1 件

個人研究 １０件

研究奨励費 30,000 円／ 1 件

４ 栃木県特別支援教育連絡協議会研修会

の共催

期日 平成２５年８月中旬

会場 栃木県教育会館 大ホール
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宇都宮市教育センター

平成24年度の事業

１ 相談事業

(1) 教育相談事業

① 来所相談、訪問相談

② 臨床心理士による相談

③ 医師（精神科医・小児科医）による相談

④ 就学指導委員会の開催

(2) 適応支援事業

① とらいあんぐる、つげの木教室

不登校児童生徒の学校復帰に向けた小

集団活動を中心とした支援

② まちかどの学校

不登校児童生徒の心の安定と社会的自

立に向けた個別活動を中心とした支援

③ かすたネット

発達障がい等のある小学生の社会的ス

キルの定着に向けた小集団での学習

(3) 学校生活支援事業

① 全２５中学校と、小学校へ６名のスクー

ルカウンセラー（SC）の派遣

専門的な見立てに基づく教員へのコン

サルテーション等

② メンタルサポーターの全中学校への派遣

生徒の気軽な話し相手、相談相手等

③ かがやきルーム指導員の配置（８４名）

学習や生活に困難さのある児童生徒へ

の個別や小集団での指導の実施等

④ 要配慮学級対応指導助手や、認定就学

対応指導助手の配置（２７名）

⑤ 生活補助員や特別支援教育支援員、要

配慮学級緊急対応職員の配置（３３名）

⑥ 専門家チームによる巡回相談の実施

医師・臨床心理士・特別支援学校・小

中学校教員・センター職員等による、継

続的な巡回相談

(4) 児童・生徒の実態調査

① 不登校に係る実態

② 「Ｑ－Ｕ」（小３～中３全学級対象）

（小５、中２は年２回実施）

２ 教職員研修事業

「宇都宮市教職員人材育成システム」に基

づき、本市の学校教育の現状と課題を踏まえ

た基本研修及び専門研修を合計５９講座実施

３ 情報教育事業

(1) 情報活用推進事業

① 情報教育の推進

② 情報モラル教育の充実

③ ＩＣＴ活用による授業力向上

④ ＷＥＢカリキュラムセンター（授業実

践例の登録・デジタル教材の公開等）

⑤ 地域素材のデジタル教材化

⑥ 学校ホームページ公開・支援

(2) システム管理運用事業

① 教育センターネットワークシステム運用

管理

② 教育センターサーバ運用管理、更新

③ 教育情報システム運用管理

④ 情報セキュリティ対策

⑤ 教員用パソコン導入更新

４ 調査研究事業

(1) 今日的な教育課題に関する調査研究

① 「お弁当の日」の指導資料の作成に関

する調査研究

② 「特別支援学級用小中一貫カリキュラム」

に関する調査研究

(2) 校内研修サポート事業

授業を開き合うことを通して、同僚性の

構築・学校力の向上を目指す校内研修に、

大学教員を年間４回程度派遣

※平成２４年度は小学校３校、中学校１

校で実施

５ その他

(1) 教育センター公開講座

① 市民への啓発を視野に入れたテーマで年

１回、土曜日に実施

② 教職員の自主的・主体的な研修を促す

ため、平日夜間に公開講座『教育なう』

を年２回実施

(2) 各種資料の発行

「センターだより」をはじめ、特別支援

教育・不登校・研修・情報教育に関する啓

発資料を発行
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上三川町教育研究所

平成24年度の事業

１ 研修事業 ※主なもの

(1) 学校図書館主任研修

講師に図書館・メディア研究所代表の小

畑先生をお招きし、図書主任・学校司書・

各校の図書ボランティアを集め、「学校（図

書館）ボランティア養成講座」を実施。図

書ボランティアの方々が多く参加し、ボラ

ンティアとしての係わり方について理解を

深めた。

(2) 小中教科連携研修

小中学校の教職員による中学校区での教

科ごとの相互に授業参観・研究協議を実施。

２４年度は４教科(算数・数学、理科、

図工・美術、家庭）実施。（各研修実施回

数はのべ２０回）

(3) ミドルリーダー研修

学校の中核を担う中堅教員を対象に、学

校教育等に対する新しい課題、教員として

の資質向上に向けた研修を実施。また、夏

休み期間に町バスを利用し、喜連川社会復

帰センター等を視察訪問した。

(4) 不登校対応研修

不登校児童生徒の増加に対し、適応指導

教室と連携を図り、情報交換を行うととも

に、成功事例から現在の不登校児童生徒へ

の対応について研修を実施。

(5) 各種（学習、教務等）主任研修

宇都宮大学の出張講座や県庁の出前講座

を活用し、大学教授等による講演研修を実施。

２ 調査研究事業 ※主なもの

(1) 学級運営等改善事業に係わる検討研修

配慮を要する児童生徒への個別の支援を

一層推進するため、県内３市町の状況を視

察研修。

２５年度の実施に向けた体制について、

課題点等を協議。

３ 相談事業 ※主なもの

(1) 教育相談員(３名)による相談

就学指導に係わる就学児面接相談の実施。

(2) 町カウンセラーの町内小学校配置

(3) 町スクールサポーターの設置

不登校児童生徒及び反社会的行動をとる

児童生徒への対応に向け町内全校を巡回訪問。

４ その他 ※主なもの

(1) 町福祉部局との連携

母子健康係が実施している、就学前の年

中児・年長児の発達相談や子育て支援セン

ターで行っている支援教育に参加。

平成25年度の事業

１ 研修事業

研修による教師の負担増にならないよう勘

案しながら、次の研修を内容を拡充して実施

する。

(1) 巡回相談研修

配慮を要する児童生徒への個別の指導計

画作成についての研修を学校数を拡充して

実施。

(2) 個別支援教室指導員研修

新たに設置する個別支援教室の指導員の

技能を高めるための研修を実施。

(3) 町採用非常勤講師研修

配慮を要する児童生徒の理解や、個別の

支援に係わる指導技術を高めるために、研

修回数や内容を充実して実施。

２ 調査研究事業

町内各校の先生から、教科ごとに研究調査

員を選出し、町独自の児童生徒の学力向上に

向け、町内児童生徒の実態を調査し、リーフ

レット等を作成する。



- 6 –  

 

 

 
 

平成 24 年度の事業 

１ 調査研究事業 

(1)  調査研究事業の目的 
時代の要請に応じた様々な教育課題につ

いての調査研究を行い、学校・家庭・地域

（市民）及び関係各機関と連携して、鹿沼

市の教育を総合的に推進する。 

 (2) 調査研究内容について 

学校教育に偏ることなく、社会教育や各

課横断的取組を要する事業を研究内容とす

る。 

① 子ども・若者自立支援サポート事業 
② 「心を育てる学校教育」推進事業 

  ③ 保護者や関係機関とともにすすめる幼

・保・小・中連携事業 
    ④ 「地域教育資源の整備」の視点から「地

域資源を生かした学習の推進」の具現化

について 

  ⑤ 「特色ある学校づくり」の推進 

  ⑥ 人権教育の推進 

  ⑦ 情報教育の推進（ＩＣＴの推進） 

  ⑧ 食育の推進 

  ⑨ 子どもの読書活動の推進 

  ⑩ 学力の実態把握（学力テスト等） 

   

２ 教育相談事業 

(1) 教育相談室による教育相談事業(予約制) 

 ① 来所、訪問、電話による相談 
 ② 児童生徒､保護者､教員対象の相談 

 ③ 就学相談、不登校・いじめ等の教育相

談、子どもの発達に関する相談など 

 (2) 適応指導教室「ニューホープ」「アメニ

ティホーム」による教育相談事業 

  ① 学習活動、創作活動、勤労奉仕活動 

  ② 学校との連携による「チャレンジ登校」 

③ 宿泊活動 

④ スポーツ活動 

⑤ 学生による活動支援（８月、２月） 

 (3) 不登校対策ネットワーク事業 

① 教育相談専門員の配置 

② 不登校生徒の早期発見・早期対応 

③ 教育相談室や適応指導教室との連携 

 

３ 研修事業 
(1) 教職員の資質向上のための研修 

  ① 児童・生徒指導担当者研修会 

② 不登校対策ネットワーク研修会 

③ 情報教育研修会 

④ 特別支援教育研修会 

⑤ 人権教育研修会 

⑥ 学級経営研修会 
⑦ Ｑ-Ｕステップアップ研修会 

⑧ 小学校外国語活動研修会 
⑨ 学習指導主任研修会 

⑩ 道徳教育研修会 

⑪ 新規採用教職員研修 

⑫ 図書館支援員研修会 

 (2) 家庭・地域の教育力向上のための研修 

  ① 就学前の子どもをもつ若い親への研修 

 ② 児童生徒をもつ親への研修 

   ③ 出前講座による研修 

 

４ 教育に関する資料等の作成・収集 

・ 鹿沼市教育ビジョン「特色ある学校づく

り」実践報告書の作成 

・ 社会科副読本「わたしたちの鹿沼市」の

作成 

・ 人権教育副読本「なかま」(小学校)「仲

間」(中学校)の作成 

・ 地域学習教材の作成 

・ 研究学校紀要等情報収集 

 

平成 25 年度の事業 

平成 24 年度は、鹿沼市第６次総合計画、

及び、鹿沼市教育ビジョンに則って、鹿沼市

の教育を総合的に推進するため、時代の要請

に応じた様々な教育課題についての調査研

究を行ってきた。平成 25 年度においても、

継続的に調査研究をすると共に、新規の研究

事業についても検討して実施していきたい。 

また、教育相談事業、研修事業、教育情報

収集・提供においても、今年度の課題を踏ま

えた上で、継続して推進していきたい。 

鹿沼市総合教育研究所 
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下野市教育研究所

平成24年度の事業

１ 調査研究事業

(1) 学力向上調査研究

(2) 教科研究

(3) 小学校社会科副読本の活用研究

(4) 小中英語教育推進研究

(5) 長期欠席調査

(6) 小中連携教育研究

(7) 情報教育研究

２ 研修事業

(1) 一般研修(教職員全体研修会)

① 教育行政説明会(４月６日)

② 合同全体研修会(８月６日)

・教育会講演会

｢これからの教育を考える～教育改革

と教師の在り方～」

講師：宇都宮大学名誉教授

津布楽 喜代治 先生

③ 教育研究発表会（１月１６日）

・道徳教育に関する研究報告

・校務の情報化に関する研究報告

・小学校社会科副読本活用研究会の活動

報告

・内地留学報告（紙上発表 ４名）

(2) 専門研修 ☆新規

① 学習指導主任研修 ② 教職２・３年目

研修 ③ 初任者研修 ④ 理科教育研修

⑤ 小中学校英語研修 ⑥ 道徳教育研修

⑦ 食育担当者研修 ⑧ 児童・生徒指導研修

⑨ 特別支援教育研修 ⑩ 通級指導教室担

当者研修 ⑪ 支援員（生活・図書・学級

支援指導助手）研修

☆⑫ 教育相談員研修 ⑬ 人権教育研修

⑭ 幼保小連携研修

(3) 希望研修

① 道徳教育実践研修 ☆② 教育相談研修

③ 特別支援教育研修 ④ ふるさと学習現

地研修 ☆⑤ ICT活用研修

⑥ 学校生活支援研修 ☆⑦ 授業で使える

英会話研修

３ 相談事業

(1) 教育相談

① 学校への各種相談員の配置

② 適応指導教室「スマイル教室」の運営

③ 教育相談窓口の開設

(2) 就学・特別支援教育相談

① 就学・特別支援教育相談員の配置

② 就学相談、特別支援教育相談窓口の開設

(3) 学校教育サポートチーム

① 学校だけでは解決困難な事案への対応

４ 資料収集・広報

(1) 研究所情報発信誌｢ＫＥＹＡＫＩ｣の発行

(2) 研究所研究集録の発行

(3) 適応指導教室要覧、パンフレットの作成

(4) 特別支援教育パンフレットの作成・配付

(5) 各種資料の収集・保管、貸出

(6) けやきネットを活用した広報活動の充実

・研究所ＨＰの内容更新

・グループウェア「ＷｉｎＢｉｒｄ」の効

果的活用

平成25年度の事業

平成25年度は、下野市教育目標達成のために、

教職員間、学校間、家庭・地域、関係機関等の

様々なつながりをさらに強化し、「組織力」を

生かした教育活動を進める。

特に、「学ぶ力を育む学習指導」と「豊かな

心を育む教育の推進」を重点項目として、各種

研究・研修を精選して重点的に実施する予定で

ある。

また、相談事業を整理し、より機動的に対応

できる体制づくりを行う予定である。
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小山市立教育研究所

平成24年度の事業

１ 調査研究部

(1) 学習診断検査結果の分析

市内小学４・５年生、中学２年生全員を

対象に知能・学力・hyper-QU検査を実施。

結果を分析・考察して報告書を作成すると

共に、教科ごとの考察を「所員研究集録」

にまとめ、市内小中学校全教員に配布した。

(2) 教科指導と評価に関する研究

算数・数学と英語の指導や評価に関する

研究を行った。

２ 教育相談部

不登校や問題行動等の未然防止に向けた学

級集団づくりに教育相談の視点を当て、今年

度はhyper-QU検査結果の活用を中心に研究を

進めた。実践事例を「所員研究集録」にまと

め、市内小中学校全教員に配布した。また、

不登校児対策検討委員会で不登校問題の解消

を図るために話し合い、提言をまとめ、市内

小中学校全教員に配布した。

３ 研修部

(1) 教育課題研修（主なもの）

ア 好ましい集団づくり

イ hyper-QU検査の見方・活かし方

ウ 小中一貫教育

(2) 指定研修（主なもの）

ア 人権教育主任研修

イ 英語指導者研修

ウ 新規採用教職員研修

エ 道徳教育研修

オ 情報教育担当者研修

(3) 希望研修（主なもの）

ア 人権教育（直接的指導）研修

イ コンピュータ実技研修

「教育課題研修」

早稲田大学教授

河村茂雄 先生

7/24

ウ 夜間希望自主研修「ナイトカレッジ」

研修の機会拡大と充実を図るため、夜

間（18：30～20：00）、大学教授、文科省

調査官等を講師に迎え、開催している。

集団づくりや教育課程、特別支援教育、

特別活動、道徳教育等のテーマで８回開

催した。

文科省調査官 杉田 洋 先生 7/4

東京学芸大学教授 永田繁雄 先生 12/5

４ 資料部

下記の各種研修資料等の作成に取り組む。

(1) 「学習診断の報告」「人権教育研修用資料」

「所員研究集録」「学校課題研究集録」

「思川桜」「教育研修シリーズ」等の発行

(2) webページ「小山こどもの森」での教育

情報の提供とデータベース化

平成25年度の事業

「心の教育を基盤にした確かな学力の定着」

を図るため、hyper-QU検査結果の活用のさらな

る充実を目指して研修の充実を図っていく。ま

た、新規事業「本場結城紬・渡良瀬遊水地学習

カリキュラム開発事業」を通して、本市の教育

資源の開発、指導法の研究を進めていく。
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栃木市教育研究所

平成24年度の事業

栃木市教育研究所の目指す方向性は、「学び

続ける教員」を支える研究所であることであり、

以下の３つの機能を方針として掲げている。

・ 複雑化し深刻化している教育問題を深く

「考える」機能

・ さまざまな教育課題に全力で立ち向かっ

ている先生方を「助ける」機能

・ 先生方や保護者、その他の専門家が「学

びあえる」場を提供する機能

１ 調査研究に関する「考える」取組

(1) 国際教育部会

・ 外国語教育における、小・中連携を意

識した授業実践による研究校の成果の自

校化

・ 実践授業のビデオリフレクションによ

る「学び合い」

(2) 人権教育部会

・ 小学校における同和問題にかかわる直

接的指導の位置付けや学習活動の進め方

資料などの紹介

・ 同和問題に対する認識の刷新と授業へ

の活用推進

(3) 理数教育部会

・ 新たな地域教材の開発や見直し

・ 理科・算数数学科における小・中連携

の在り方の模索

・ 理科室経営上の課題に関する意識調査

の実施と、課題解決へのヒントの提供

(4) 情報教育部会

・ ネットコモンズによる新ホームページ

へのスムーズな移行のためのコンテンツ

の検討と作成例の紹介

(5) 指導力向上部会
・ 学習指導主任研修会への参加による、

各学校の研究についての情報収集

・ 各校の課題研究会への参加や研究校訪

問による研修と、その成果と課題の報告

(6) ふるさと学習部会

・ 「ふるさと学習」の教材となり得る地

域素材の情報収集とその教材化

・ 栃木市を流れる「巴波川」を教材とし

た総合的な学習の時間の実践例の紹介

(7) 特別支援教育部会

・ 特別な支援が必要な児童の、中１ギャ

ップを軽減するための引継ぎの在り方に

ついての情報収集

・ 特別支援教育先進校の視察とその報告

(8) 教育相談部会

・ 臨床心理士による学校訪問や電話相談、

来室相談の実施

２ 教職員の研修を「助け、学び合う」取組

(1) 土曜日や勤務時間外に行う希望研修

①「いきいき校内プロジェクト実践研修

会」（年５回）

・ 各自の学校教育実践をサポート

② 「ビデオを使った授業リフレクション

による指導力向上セミナー」（年７回）

・ 授業力の向上と同僚性の構築

③ 特別支援教育「ゆっくり学習会」(年５回)

・ 特別な支援を必要とする児童・生徒

へのよりよい支援についての事例検討

④ 「教育相談実践研修会」（年５回）

・ 不登校児童生徒への具体的支援

(2) 栃木市教育研究発表会

・ 平成２５年１月２９日（火）

・ 市内小・中・高・特別支援学校の参加

・ 口頭発表６件・紙上発表８件

(3) 「教育研究所シリーズ 第３集」の発行

・ 各部会の活動や希望研修の成果をまと

めた冊子を作成し、市内公立幼稚園・小

・中学校と教育研究発表会参加者に配布

平成25年度の事業

各部会ごとに平成24年度の活動を振り返り、

学校が抱えている教育課題への対応や本市の特

色ある教育の在り方などについて、補充・深化

させたり、一新したりするなどの活動内容を検

討しながら、各部会の主体的な取組を尊重し、

研究を進め、本市の教職員が自主的に「学び合

える」場を積極的に提供していきたい。
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矢板市教育研究所

平成24年度の事業

１ 調査研究事業

(1) 基礎学力向上委員会

国語、算数・数学、英語において、小中

９年間の系統性と連続性のある基礎的・基

本的な学習の定着度を図り、市独自のテス

ト「トライヤル」の結果分析により授業の

在り方の調査研究を実施した。

(2) 第２２回矢板市子ども環境会議

中学校区ごとに、中学生を中心に、市

民団体の方々をアドバイザーに迎え話し

合いを行った。平成２５年度に向けて、

小中合同での環境美化活動の計画を立て

ることができた。

２ 研修事業

(1) 指導力向上研修会

宇都宮大学教授 松本 敏 先生をはじめ

宇都宮大学の先生方を講師に招き、小中一

貫教育、連携の在り方について授業づくり

を中心に中学校区ごとの小中合同研修会を

行った。

(2) 情報教育研修会

電子黒板・デジタル教科書をはじめとし

たＩＣＴ機器の効果的な活用について、授

業実践・ＩＣＴ機器の演習による小中合同

研修会を行った。

(3) 特別支援教育研修会

幼保小中教員を対象に、山形大学教授

横山 浩之 先生を講師として迎え、個別

支援への理解を深める講習会を行った。

(4) 市非常勤教育職員・学校講師研修会

市が採用した非常勤教育職員及び学校講

師の資質の向上を目指し、学習指導の在り

方、配慮を要する児童生徒への指導の在り

方についてスクールカウンセラーによる研

修を行った。

(5) 小学校外国語活動研修会

情報交換や模擬授業を行い、小学校の先

生方の授業力向上のために研修会を実施し

た。

(6) 土曜学習講座

小学校３年生以上の希望者に月２回、宇

都宮大学教育学部学生と市内高校生・中学

生、教員ＯＢがボランティア講師となり、

学力向上に向けて学習支援を行った。

平成25年度の事業

１ 調査研究事業

(1) 基礎学力向上に関する調査研究

国語、算数・数学、英語の授業における

習得と活用についての調査研究

(2) 家庭学習・生活習慣等に関する調査研究

(3) 矢板市子ども環境会議

(4) 社会科副読本編集委員会

(5) 矢板市教育研究所だよりの発行

(6) ＩＣＴ機器の有効活用に関する調査研究

２ 研修事業

(1) 指導力向上研修会

宇都宮大学と連携し、教師の指導力向上

を目指す授業研究研修

(2) 学級経営研修会（Ｑ－Ｕテスト活用研修）

Ｑ－Ｕテストの学級経営への活かし方・

お互いに高め合う集団づくりを学ぶ研修

(3) 特別支援教育研修会

特別支援教育に興味を持つ教員と保護者

を対象に専門家を講師に招いて行う研修

(4) 小学校外国語活動研修会

小学校教員の授業力向上と小学校外国語

活動から中学校英語への円滑な接続を目的

とした小中合同研修

(5) 児童指導主任・生徒指導主事合同研修会

各小・中学校の児童生徒指導担当の先生

方が９年間の系統性のある指導への理解を

深め、問題行動・不登校の減少を目指す。

(6) 市非常勤教育職員・学校講師研修会

講話と演習によるスキルアップを目的

とした研修

(7) 漢検・数検・自主学習講座、子ども英会

話講座（小学生）自主学習講座（中学生）

３ 教育相談事業

保護者や教職員がかかえる児童生徒等の諸

問題に対し、電話や来所による援助や支援を

行う。
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平成 24 年度の事業 

１ 調査研究に関すること 
(1) 教育の諸問題についての調査研究 

 下記のテーマで調査研究に取り組み、研

究内容を紀要として CD-R 及び冊子にまと

め、市内全教員や関係諸機関等に配布 

① 学習指導調査研究委員会 

「学びの連続性を意識した 

学習指導の推進」 

～学習習慣づくりを通して～ 

～小学校外国語活動と 

中学校外国語の連続性を意識して～ 

② 教育の情報化調査研究委員会 

      「市内小中学校における 

教育の情報化の推進」 

③ 特別支援教育調査研究委員会 

「小中の連携を図った 

特別支援教育の推進｣ 

 (2) 諸検査の実施 

 知能検査、総合学力調査の実施 

 (3) ＩＣＴ活用研究推進校指定 

佐野市立界小学校に調査研究を委嘱 

 

２ 教育相談に関すること 

当教育センター所員による来所及び電話で

の随時相談と､専門の教育相談員(医師２名、

幼稚園園長 1 名、小学校教員４名、中学校教

員１名）による教育相談を実施 

臨床心理士による学校への巡回相談、カウ

ンセリングを実施 

 

３ 教育振興に関すること 

 (1) 教育講演会 

  ｢『震度７』の叫びに対応する 
危機意識と防災教育」 

   学校防災アドバイザー 桑原 昭先生 

 (2) ＩＣＴ活用学習指導研修会（３回） 

  ① 市安全共有システム運用研修（1 回） 

学校 Web サイトやメール配信システム

を効果的に運用することを目的とし、シ

ステムの特徴や Web 活用上の留意点につ

いて研修を実施し、適切な管理・運用が

できる教員の育成を目指した。 

②  教育用ソフトウェア等活用研修 

マルチメディア教材の作成や電子黒板

の活用法を学び、学習指導に積極的に 

ＩＣＴを活用しようとする教員の育成を

目指した。 

 (3) 学校教育相談研修会（２回） 

市内小・中教職員を対象に学校教育相談

活動に意欲的に取り組む教員の育成を図った。 

 (4) パワーアップ研修講座(６回) 

希望者を募り、平日（夜間）に｢情報モラ

ル｣、｢プレゼンテーションソフトの活用｣、

「動画編集」についての研修を行った。   

 (5) 特別支援教育研修会（１回） 

対象：市内小・中教職員等 

講師を招聘し、発達障害のある子どもへ

の支援についての講話及び演習を行った。 

 (6) さわやか指導員の配置 

  ① さわやか教育指導員６４名配置 

  ② さわやか健康指導員８名配置 

(7) 心の教室相談員の活用 

  ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ未配置中学校等４校に配置 

 (8) 情報教育アドバイザーの活用 

   教育センターに３名配置 

 (9) ｽｸｰﾘﾝｸﾞ･ｻﾎﾟｰﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ（ＳＳＮ）事業 

教育センターに不登校児童生徒及び特別

な教育的支援を必要とする児童生徒対応指

導員を各１名配置 

 (10) 特別支援学級支援員の配置 

新設の特別支援学級等に支援員８名を配置 
 (11) スクールカウンセラーの活用 

 (12) 子どもと親の相談員の活用 

 

平成 25 年度の事業 

平成 25 年度においても、基本的には同様の事

業を実施していく予定である。 

佐野市教育センター 
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足利市立教育研究所

平成24年度の事業

１ 調査・研究

(1) 研究員委嘱による調査研究

① テストバッテリー有効活用のための研究(H24～26)

② 小中連携を図るキャリア教育の研究(H24・25)

③ 学校事務の共同実施研究(H23～25)

④ わかる授業のためのICT活用研究（小学校）(H23・24)

⑤ 教育相談ハンドブックの改訂研究(H23・24)

(2) テストバッテリー調査の実施と分析

(3) 刊行物の発行（教育情報２０回・研究集録等）

２ 学習指導教材センター

(1) 教材研究・教材開発の場と素材の提供

① 各教科の指導案や指導資料の収集

② 指導案や指導計画づくりの支援

(2) 専門部活動

小中学校の教員を専門部員に委嘱し、国語

科、算数・数学科、社会科、英語科において、

学習指導改善に役立つ教材・教具を開発･作成

し、ホームページで発信

３ 教職員研修

(1) 新任者研修

・新任校長実務研修会・新任教頭実務研修会

・新規採用教職員研修会

(2) 教職員専門研修

・教師論・教育論

演題：「生きることは学ぶこと」

講師：元安足教育事務所長 高橋知俊先生

・児童生徒理解

演題：「保護者との信頼関係をつくるには」

講師：栃木県連合教育会研究部教育相談部長 丸山隆先生

(3) 教職員基本研修

・情報モラル研修会

演題：「ネット社会の生き方を考える」

講師：ＮＰＯ法人青少年メディア研究協会副理事長 下田太一先生

・メンタルヘルス研修会

演題：「教職員の悩みとメンタルヘルス」

講師：明治大学教授 諸富祥彦先生

(4) 教職員実践研修Ⅰ

・特別支援教育研修会Ⅰ

演題：「通常の学級で見られる発達障害」

講師：小児科おぎわらクリニック 荻原高子先生

・特別支援教育研修会Ⅱ

演題：「特別支援学級と外国語活動」

講師：西部学園文理小学校教頭 小林省三先生

・学習指導研修会

演題：「テストバッテリー検査の結果分析とその活用の在り方」

講師：応用教育研究所研究部研究課長 堀口哲男先生

・防災教育研修会

演題：「自らの命を守る防災教育の在り方」

講師：群馬大学大学院教授の片田敏孝先生

・英語教育研修会 ・道徳教育研修会

・人権教育研修会 ・学校事務職員研修会

(5) 教職員実践研修Ⅱ

・そろばん研修会

演題：「学ぶ楽しさと分かる喜びを目指したそろばん学習」

講師：全国珠算教育連盟本部主任研究員 谷賢治先生

・論語研修会

演題：「論語のキーワード『仁・孝・礼』」

講師：足利学校論語素読講師 須永美知夫先生

４ 教育相談

(1) 学校教育相談室及び家庭教育相談室の運営

(2) スーパーバイザーによる教育相談

(3) 不登校児童生徒等に対する適応指導

５ 子ども学習講座

・小学生5.6年生を対象に科学講座を開設

６ 足利市立学校ＬＡＮシステムの保守、点検

平成25年度の事業

１ 調査・研究

(1) 研究員委嘱による調査研究＜新規のみ＞

① わかる授業のためのICT活用研究(中学校)

② 足利市版「ＣＡＮ－ＤＯリスト」の作成研究

２ 学習指導教材センター＜変更点＞

・社会科専門部員を理科専門部員に変更

３ 教職員研修＜変更点＞

今日的教育課題と教職員のニーズに応じた

研修を開催する。

○ 教職員専門研修

・スクール・コンプライアンス研修＜追加＞

○ 教職員基本研修

・ＩＣＴ活用研修会＜追加＞

○ 教職員実践研修Ⅱ

・教育相談研修会＜追加＞

４ 教育相談

・いじめストップアドバイザーの設置＜新設＞
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学校教育と生涯学習に関する研究成果を発表する平成24年度栃木県教育研究発表大会

が、平成25年１月25日(金)・26日(土)の両日、栃木県総合教育センターを会場に実施され

た。２日間で延べ1,134人が参加し、盛会のうちに終了した。

「伸ばそう 栃木の教育力 －すべては明日

を担うとちぎの子どもたちのために－」という

スローガンの下、今年度は19の部会で47の発表

が行われた。今年度からは開会式を開催せず、

部会の充実を図った。

25日には、児童・生徒指導部会Ⅰ、授業力向

上部会、人権教育部会、特別支援教育部会、児

童・生徒指導部会Ⅱ、小学校学習指導部会、国

語部会（中・高）、社会、地歴・公民部会（中

・高）、数学部会（中・高）、理科部会（中・高）、

英語部会（中・高）が行われた。

今年度は、児童・生徒指導部会を二つに分け

て、教育相談の視点と不登校児童生徒への支援

の視点から、それぞれ発表が行われた。両部会

とも、発表後の研究協議で活発な意見交換がな

された。また、特別支援教育部会への参加者は

140名を超え、特別支援教育への関心の高さが

うかがわれた。

26日には、学校経営部会、小学校外国語活動

部会、心の教育部会、幼･保･小連携部会、健康

教育部会、教育の情報化部会、言語活動の充実

部会、生涯学習部会が行われた。

学校経営部会では、「児童生徒を成長させる

学校の組織的な取組」をテーマに、小学校、中

学校、高等学校の発表があり、各校の特色ある

取組が写真やビデオ等を使って紹介された。ま

た、言語活動の充実部会では、思考力・判断力

・表現力等を育成するために学校全体で取り組

んだ実践について発表があり、部会参加者が新

聞記事を読んで見出しを考えるという演習も行

われた。

多くの部会で、発表の後に研究協議が行われ、

発表事例についての質疑応答や、自校の教育活

動にどのように生かすか等、参加者が活発に意

見交換し互いに学び合う様子が見られた。

参加者アンケートでは、発表内容について、

「大変参考になった」「参考になった」を合わ

せた回答の割合が、すべての部会で９割を超え

た。自由記述では、「内容が精選され、資料提

示も見やすく、理解が深まりました。」「他校の

取組を知ることは、とても大切だと思いました。

視野が広がりました。」「一人一人の子どもを支

えるために、教職員や保護者がつながって組織

として動くことが校種や規模に関わらず大切で

あることを改めて実感できました。」「中・高の

先生方で意見交換できたことがとても有意義で

した。是非来年もやってください。」等、本大

会への期待を感じることができる感想や意見が

数多く寄せられた。部会では、宇都宮大学教育

学部の教授や県教育委員会事務局指導主事によ

る指導助言もあり、発表者や参加者にとって、

大変有意義な大会となった。

各部会における発表や協議の概要、大会当日

の様子、参加者の感想などは、栃木県総合教育

センターのホームページで公開しているので参

考にしていただきたい。

栃木県教育研究発表大会が開催される

熱心な研究協議の様子

大講義室での発表の様子
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児童・生徒指導部会Ⅱ

児童・生徒指導における

関係機関との連携

発表機関 矢板市教育研究所

発 表 者 副主幹兼指導主事 齋藤 孝浩

１ 発表の概要

矢板市は、重要施策として「子育て環境日

本一」を掲げ、未来を担う子どもたちの育成

に取り組んでいる。

その中でも、問題行動と不登校については

学校だけではなく、市全体で解消していくべ

き課題である。

当教育研究所では、子ども課をはじめ、関

係機関との連携を進め、学校とともに課題解

決に努めている。

それらの取組について紹介する。

２ 関係機関との連携の内容

(1) 組織としての連携について

① 適応指導教室連絡会議

毎月１回適応指導教室「チャレンジハ

ウス」で実施している。矢板市教育委員

会では、各小・中学校より毎月「長期欠

席調査報告書」の提出がある。報告をも

とに、一覧表・台帳を作成し、会議にお

いて可能な支援について検討している。

［参加者］

・子ども課家庭相談員 ２名

・適応指導教室職員 ２名

・教育委員会担当指導主事 １名

② 子ども課定例会

毎月１回実施。虐待・乳幼児・妊婦な

ど家庭が不安定で子ども課のケースにな

っているものについて話し合う。情報を

提供するとともに、兄弟や家庭環境につ

いて新たな情報を得ることができる。

［参加者］

・子ども課職員 ８名

課長、主幹、副主幹、心理相談員

婦人相談員、助産師、家庭相談員

・教育委員会担当指導主事 １名

③ 家庭児童相談室連絡会議

３か月に１回開かれる。主任児童委員

・民生委員が関わるケースの検討を行う。

地域の方から民生委員に直接要請もあ

り、地域の情報を共有できる。

［参加者］

・主任児童委員 ８名

・子ども課職員 ８名

・教育委員会担当指導主事 １名

④ 要保護児童地域協議会実務者会議

３か月に１回開かれる。県北児童相談

所・子ども課のケースが対象で虐待・問

題行動を中心に情報交換・支援へのアド

バイスが得られる。

［参加者］

・県北児童相談所職員 ２名

・矢板警察署生活安全課長 １名

・産婦人科師長 １名

・幼保小中代表 ４名

・子ども課職員 ７名

・教育委員会担当指導主事 １名

(2) 研修における連携について

① 学級経営研修

簗瀬のり子先生 矢板中沢分校

・Ｑ－Ｕ調査の活用による集団づくり

② 学級づくり研修

品田笑子先生 都留文科大学

・学級開き、個人を生かす集団づくり

③ 特別支援教育研修

横山浩之先生 山形大学

・特別支援教育における読み書き指導

④ 幼保小連携教育研修

・幼保小の担当の先生方による授業参

観と情報交換の実施、相互理解

⑤ 巡回相談

・市内病院医師・特別支援学校職員・

特別支援学級担当による小中学校の巡回

児童生徒の個別対応へのアドバイス

３ 成果と課題

成果について、本年度は、問題行動が減り、

落ち着いて教育活動に取り組める傾向になっ

た。不登校は、個別対応が進み、全体的に減

少傾向である。課題は、更に連携を深め、組

織を機能的なものにしていくことである。
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小学校学習指導部会

学びを生かす子どもをはぐくむ

ための学習指導の在り方
～単元全体を見通した効果的な算数的活動を中核に～

発表機関 足利市立教育研究所

発 表 者 足利市立山辺小学校 大塚 雅幹

１ 主題設定の理由
本校では、「豊かな心とたくましく生きる

力をもつ子」を学校教育目標に掲げ、その具

現に向けて学習指導の改善に努めている。し

かし、テストバッテリーや全国学力・学習状

況調査から自分の考えを文章でまとめること

や友達に自分の考えを伝えること、図や式な

どを用いて、数学的に考えることに課題がみ

られた。そこで、基礎的・基本的な知識及び

技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力

等の育成のため、算数的活動に視点をあて、

研究を進めることとした。

２ 研究内容
(1) 単元レベルによる算数的活動の洗い出し

単元の目標を達成するために必要とされ

る算数的活動を学年所属の教師全員で協議

して洗い出し、指導計画の中に位置づけた。

なお、算数的活動の洗い出しには、児童

の実態を把握するため、事前アンケート調

査と事前テストを実施し、参考とした。

(2) 身近な題材を用いた教材・教具の工夫

児童会活動や校外学習など、身近な活動

と関連付けながら学習問題をつくることに

よって、学ぶことの必要性を実感させる。

① ３年生「円と球」の実践例

・スポーツラリーの

メダルをつくる場面

と円の学習を関連づ

け、きれいな円形の

メダルをつくりたい

という気持ちから円

の特徴を考えさせた。

(3) 学習の流れの工夫

１時間の授業において、「つかむ」「すす

める」「まとめる」「たしかめる」の４つの

段階を考え、学習を展開した。

(4) 自分の考えを深めるノート作り

ノート記入の仕方、計算の進め方、自分

の考えの書き方など、ノートに何を書くか

を学校全体で共通理解し、「自分の考えを深

めていけるノート」になるよう指導した。

(5) 自力解決を促す支援の工夫

① 個の把握…レディネステストとプレテスト

を行い、児童の実態を把握した。

② 時間の確保…自力解決を促すために、「一

人で考える時間」の確保に配慮した。

③ 個に応じた児童への手立て

・５年の「体積」で

は、実際の体積と同

じ模型を工作用紙で

作成し、操作しなが

ら考えを進められる

ようにした。

(6) 自分の考えを伝え合う場の工夫

① 話合いの形態の工夫

発達段階や学習内容に応じて、ペアや班

で自分の考えを伝え合う場を設け、自分と

は違う考えを知ったり、自分の考えが正し

いか確かめたりした。

② ＩＣＴ機器の活用による工夫

ノートにまとめた考

え方を実物投影機を

使ってテレビに大き

く映したり、電子黒

板に表示された図に

線を引いたりして、

自分の考えを友達に分かりやすく伝えた。

(7) 家庭学習の定着

授業の「たしかめる」段階で、次の授業

につながるような課題を提示し、家庭学習と

授業の学習サイクルの構築を工夫した。

３ 成果と課題
○ 下学年では、自分一人の力で学習問題を解

くことに喜びを感じる児童が増えてきた。

○ 上学年では、図や式・表を用いて問題を解

き、考えを伝え合うことができるようになった。

○ 算数の授業における意欲が向上した。

○ 図形領域等における学力が向上した。

△ 今後、児童の実態を考慮した、さらなる自

力解決の場の工夫と、ペアやグループにおけ

る伝え合いの場の支援の工夫が必要である。
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 発表機関 佐野市教育センター 

 発 表 者 学習指導調査研究委員会 

 

１ はじめに 

平成 23 年度から佐野市教育センターでは

小学校外国語活動と中学校外国語との効果的

な接続について調査・研究を進めてきた。学

びの連続性を意識した『教材づくり』と『指

導法の工夫（中学校での「Hi,friends！」の活

用等）』について 2 年間の研究成果を報告する。 

   

２ 研究実践の内容 

(1) 実態調査に基づいた小中接続の課題等の

考察について 
 小学校教員 中学校教員 

望
む
こ
と 

・中学校入学まで

に育てたい力の

情報  

・学習意欲の持続

・ローマ字指導の充

実とアルファベット

の関連  

・書く作業への慣れ 

・文字情報の視覚化 

課 
 

題 

・中学校指導内容

の前倒しへの懸

念 

・意欲の持続と文

字指導の在り方  

・ローマ字指導と

アルファベット  

・評価の在り方 

（学びの確認）  

・中１ギャップと英

語嫌いにならない指

導  

・電子黒板の活用  

・話す・聞くから読

む・書くことへの移

行 

 

小
中
の
接
続
の
た
め
に 

・授業参観と T・T

による授業実践  

・小中の学習内容

の把握  

・文字への抵抗を

なくす指導の工

夫  

・小中の学習内容の

相互理解  

（対応表の活用）  

・インプットからア

ウトプットへの指導 

・文字指導の効果的

な接続への工夫  

 (2) 小中の接続をすすめるための学習教材に

ついて 

    ① 小学校外国語活動まとめプリント 

文科省音声 CD を活用して「英語ノー
ト」や「Hi,friends !」で学習した内容の復

習を目的とし、教材から抜粋して編成し
た。また、既習のローマ字が復習できる内
容の問題も作成した。 

② 小学校復習教材（春休みの宿題） 
卒業後の春休みの課題として、児童が中

学校外国語への接続を意識し、小学校の学
習が中学校で役に立つという有用感をも
つことができた。また、家族や ALT とコ
ミュニケーションをとりながら楽しく学
べる課題も取り入れた。 

  ③ 中１レディネステスト 
新１年生の実態を把握し、入門期の指導

内容の重点をどこに置くべきかを中学校

教員が知るとともに、児童にとって春休み

の課題を通して小学校での学習との接続

を意識することができた。 

 (3) 指導法の工夫について 

① 対応表の作成と小中学校での活用 

「英語ノート」及び「Hi,friends！」で取

り扱われる内容が、中学校の教科書のどの

単元で学習されるかが一目で分かるよう

な対応表を作成した。小学校においては、

中学校への接続を意識した指導ができ、中

学校ではその単元で扱う表現や語彙が小

学校で既習かどうかを確認できる。中学校

入門期においては、小学校で慣れ親しんだ

ゲーム活動の参考例も分かり、文法事項の

導入に活用できる。 
② 中学校での「Hi,friends！」の活用 

「英語ノート」「Hi,friends！」の学習内
容は、中学校 1 年生の学習内容と重複し
ているので、「Hi,friends！」のチャンツ
や絵カードを活用し、小中の接続を意識
させることでスムーズな単元の導入がで
きた。 

３ 成果 

小学校で培いたい素地と中学校で育てたい

能力を明確にすることから、互いに学習教材

を活用して小中の学びの連続性を意識するこ

とができた。 

学びの連続性を意識した学習指導の推進 

～小学校外国語活動と中学校外国語の連

続性を意識して～ 
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教育の情報化部会

ＩＣＴによる校務の在り方

～「たすかるくん」の活用をとおして～

発表機関 下野市教育研究所

発表者 下野市立南河内第二中学校 川俣 達夫

下野市立石橋小学校 田中由紀子

下野市立緑小学校 廣野栄美子

１ 「たすかるくん」とは

(1) 「たすかるくん」ソフトについて

・下野市小中学校事務職員研究会による自

作の学校事務処理ソフト

・校務の効率化を図るために作成し、活用

している。

(2) ソフト開発の背景

① 教職員の多忙感解消から

・多忙感に関するアンケート結果の１位

は、校務分掌に係わる業務

② 下野市学校教育計画から

・校務の情報化推進（努力目標）

③ 下野市小中学校事務職員研究会

・小学校１２校、中学校４校

④ 市研究指定から

・学校事務処理の効率化に関する共同実施

に係わる研究実践協力校（Ｈ２１～２３

南河内地区、Ｈ２４～石橋地区）

２ 「たすかるくん」の内容

○目次

(1) 報告、連絡様式

(2) 会計関係

(3) 服務関係

(4) 市バス利用 (5) 就学援助制度

(6) 転出入関係 (7) 教科書関係（作成中）

(8) 文書 (9) 集金

(10) 事務だより

(11) 福利厚生 (12) 庶務

(13) その他 (14) 部活動関係（中学校）

３ 「たすかるくん」のよいところ

(1) いつでもだれでも使える！

・資料はデータでサーバーに

(2) すぐに使える！

・データをダウンロードして各自で利用

(3) 目次から必要な情報が探せる！

・知りたい情報がすぐわかる。

(4) 市内どこの学校に行っても様式が同じ！

・市内異動は不安なし

４ 成果と課題

(1) 成果

① 安定した事務処理

② 教職員の事務負担軽減

③ 事務職員自身の意識の変化

(2) 課題

① 市内教職員へのＰＲ

② 法改正時の資料の変更（メンテナンス）

③ 内容の充実


